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 に߼ߓߪ

1977 年の米国のᶏ外腐敗行ὑ防ᱛ法㧔Foreign Corrupt Practices Actޔ以ਅޔFCPA㧕の制定以降ޔ

米国の࿶力߽あ1997ޔࠅ 年にޟOECD の国際商取引における外国౏ോ員に対ߔる贈賄の防ᱛに関ߔ

る条約㧔以ਅޔ外国౏ോ員贈賄防ᱛ条約㧕߇ޠណ択さࠇるとޔ各加盟 38 ࠞ国ޔߪ自国の外国౏ോ員

への贈賄禁ᱛ規制をᢛ備・強化ߒて߈た。さࠄに2009ޔ 年ޔOECD 国際業ോ取引における外国ޔߪ

౏ോ員への贈෼賄禁ᱛに߻けての理事会勧告をណ択ߒた。 

米ޔߪߢている。米国߈てߞ目立߇英米を中心に外国౏ോ員への汚職規制の強化ޔ近年ޔ߽ߢ߆ߥ

国企業߆外国企業߆を問わޔߕ汚職の摘発と罰則の強化߇進めࠇࠄている。߹たޔ英国ޔ߽ߢ世界ߢ

最߽厳格と評さࠇる英国贈෼賄禁ᱛ法㧔Bribery Act㧕߇ 2011 年にᣉ行さࠇた。OECD の規制強化の流

߇び複雑化ࠃスࠢの਄᣹お࡝・ンスࠕイ࡜ࡊコンޔࠅ域外適用の問題߽あޔ属地主義߿属人主義ޔ߿ࠇ

進行ߒている。 

外国౏ോ員への汚職規制とコン࡜ࡊイࠕンス・࡝スࠢについての㊀要ߥవ行研究に梅↰㧔2011㧕の

研究߇ある。そこޔߪߢ各国の外国౏ോ員贈賄防ᱛ体制の共通点と相㆑点ౕ߇体的に究᣿さࠇている

米国における規制強化の߿た英国贈෼賄禁ᱛ法ߒ਄述ޔ߇ 2009 年以降の動向߇分析に෻ᤋさࠇてい

ンࠕイ࡜ࡊ外国౏ോ員への汚職規制とコンޔ展開߽踏߹えߥの新たࠄࠇこޔߪ本研究ޔߢい。そこߥ

ス・࡝スࠢの現状を᣿߆ࠄにߔる。 

 

㧝．外国公務員贈賄防止条約加盟各国の外国公務員贈賄罪の㆑い 

㧝．㧝．自然人に対ߔる刑罰 

本節ޔߪߢ本論に入る前に੹日の各国の外国౏ോ員贈賄罪の共通点と相㆑点を確認ߔる。外国౏ോ

員贈賄罪に適用さࠇる刑罰ߪ一様ߥߪߢい。たとえ߫ޔ࡯ࠡ࡞ࡌޔドイ࠯࡞ࠕޔ࠷ンチンޔߪߢ警察

ቭとⵙ್ቭに対ߔる贈賄ߪ一般౏ോ員߽ࠅࠃ㊀い刑罰߇科さࠇる࡯ࠝޔߒスࠕ࡝࠻とࠠࡔシコޔߪߢ

賄賂の金㗵にࠅࠃ刑罰の㊀さ߇変化ޔߒドイ࠷とࠖࡈン࡜ンドޔߪߢ深ೞさの㆑いに基ߠいて㊀大ߥ
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贈賄罪と軽微ߥ贈賄罪߇概念的に඙別さࠇている
1
。߹たޔ贈賄߇国内ߢ行わࠇた߆否߆にߞࠃてࠝޔ

ߓ同ߪߢ大半の国ޔ߇るࠇ適用さ߇る刑罰水準ߥᐓ異⧯ߪߢ米国ޔࠕࠠࡃࡠスޔ日本ޔࠕ࡝࡜࠻ス࡯

水準の߽の߇適用さࠇる。 

懲役刑ߢ最߽長いの࡯ࠡ࡞ࡌߪの最長 15 年ߢあޔࠅこࠇに࡜࡯ࡐンドとイタࠕ࡝の最長 12 年ޔ

英国࡯ࠝޔスࠢ࡞ޔࠕ࡝࡜࠻セン࡜ࡈޔࠢ࡞ࡉンスの最長 10 年߇⛯く。最߽多くណ用さࠇている

懲役年数ߪ 5 年以ਅߢあ࡝ࠡޔࠅシャޔ米国ޔドイޔ࠳࠽ࠞޔ࠷スイスޔチࠚコޔ韓国ߢߤߥណ用

さࠇている
2
。ちߥみにޔ日本ࠕޔߪイス࡜ンドࡂޔンࠟ࠺ޔ࡯࡝ンࠕ࡝ࠟ࡞ࡉޔࠢ࡯ࡑと同ߓ最長

3 年ߢある。 

次にޔ罰金㗵߇最߽高いの࡯ࠡ࡞ࡌޔߪの 110 万࡙ࡠ࡯㧔約 135 万 1,000 ド࡞㧕ޔߢこࠇにࡁޔ

の࡯ࠚウ࡞ 48 万࡙ࡠ࡯㧔約 58 万 9,000 ド࡞㧕ޔ米国の 25 万ド࡜ࡈޔ࡞ンスの 15 万࡙ࡠ࡯㧔約

18 万 4,000 ド࡞㧕߇⛯く
3
てߒ対値と⛘ޔ߫ࠇࠇ適用さ߇代ᦧ的罰金条㗄ޔߪߢ米国ޔと߽ߞ߽。

の਄限ߥ߇くߥる点に注意߇必要ߢある。日本ߪ 300 万౞㧔約 3 万 8,000 ド࡞㧕ߢあޔࠅ米国ߤߥ

にその相対的ૐさを批್さࠇているޔ߇韓国の 2,000 万ウࠜン㧔約 1 万 5,600 ド࡞㧕ޔߤߥ日本ࠃ

 。るߔ国߽ሽ在ߥૐ㗵ࠅ

߹たࠖࡈޔン࡜ンドޔスウ࠺࡯ࠚン࠺ޔン࡜࡯ࡐޔࠢ࡯ࡑンドޔߪߢ設定さࠇた 1 日当たࠅの罰

金㗵࡯ࡌスの何日分という形ߢ罰金߇科さࠇている。その߶߆にޔ罰金㗵を⛘対値ߢ示ߔのߥߪߢ

くޔスࡍインの賄賂㗵の最高 3 倍ߤߥ贈ࠇࠄた賄賂の何倍߹ߢという形ߢ罰金㗵を設定ߒている国

߽ある。英国とࠞޔߪ࠳࠽罰金㗵の਄限を設けておޔߕࠄスイスޔイタ࡝ࠡޔࠕ࡝シャޔߪ特に罰

金について規定ߒていߥい。 

 

㧝．㧞．法人に対ߔる刑罰 

法人の刑事⽿任の追及制ᐲを確立ߒている国にࠕ߿࡯ࠡ࡞ࡌޔイス࡜ンドޔ࠳࠽ࠞޔ日本ޔ韓国ޔ

࡜ࠝޔࠢ࡯ࡑン࠺ޔンス࡜ࡈޔ米国ޔンド࡜ンࠖࡈޔン࠺࡯ࠚスウޔスイスޔ࡯ࠚウ࡞ࡁޔシコࠠࡔ

ン࡯ࠝޔ࠳ス߇ߤߥࠕ࡝࡜࠻ある
4
刑法ౖその߽のに法人の刑事⽿任をޔߪ日本と韓国にޔと߽ߞ߽。

問う઀組みߥ߇いためޔ国内贈賄罪ߥߪい߽ののޔᶏ外贈賄罪についてߪ特別刑法にࠅࠃ法人を処罰

࡝ࠡޔコࠚチޔࠕ࡝ࠟ࡞ࡉޔߪい国にߥ߈ߢ法人の刑事⽿任を追及ޔている。他方ࠇうにさࠃる߈ߢ

シャࡂޔンࠟޔ࡯࡝スޔࠕࠠࡃࡠスࡍイン࡜࡯ࡐޔンドޔイタࠢ࡞ޔࠕ࡝センޔࠢ࡞ࡉドイ࡞ࠕޔ࠷

 。ある߇ߤߥンチン࠯

法人の刑罰ߪ罰金のみߢあるޔ߇その程ᐲߪ各国ࠅߥ߆ߢの差߇ある。罰金の਄限߇最߽高いのߪ

日本の 3 億౞㧔約 370 万ド࡞㧕ߢあޔࠅ次に࡯ࠡ࡞ࡌの 198 万࡙ࡠ࡯㧔約 243 万ド࡞㧕߇⛯く。߽

ߪ一般౏ോ員の場合ޔࠅߥ異ߪて਄限ߞࠃ贈賄の対象にߪߢ同国ޔと߽ߞ 26 万 4,000 㧔約ࡠ࡯࡙ 32

万 4,000 ド࡞㧕ޔ警察ቭߤߥの場合ߪ 132 万࡙ࡠ࡯㧔約 162 万 1,000 ド࡞㧕ޔⵙ್ቭߤߥの場合ߪ

198 万࡙ࡠ࡯㧔約 243 万ド࡞㧕とߥる。次にޔ米国の 200 万ド߇࡞高いޔ߇同国ޔߪߢㆬ択的刑罰制
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ᐲ߇適用さࠇた場合にޔߪ最高 250 万ド߇࡞科さࠇる可能性߇ある
5
。߹た࡜ࡈޔンスߪ 75 万࡙ࡠ࡯

㧔約 92 万 1,000 ド࡞㧕ࠖࡈޔン࡜ンドߪ 85 万࡙ࡠ࡯㧔約 104 万 4,000 ド࡞㧕ޔスウ࠺࡯ࠚンߪ 300

万ࠢࡀ࡯ࡠ㧔約 27 万 8,000 ド࡞㧕と罰金の਄限を設定ߒている
6
。 

最高ޔてߞࠃその内容の㆑いに߽ߢ贈賄ߓ同ޔߪߢ࠳ン࡜ࠝޔおߥ 6 万 7,000 㧔約ࡠ࡯࡙ 8 万 2,000

ド࡞㧕ࠄ߆最高 67 万࡙ࡠ࡯㧔約 82 万ド࡞㧕へ変化ߔる
7
。韓国ޔߪߢ法人の罰金とߒて1,000ޔ 万ウ

ࠜン㧔約 78 万ド࡞㧕ޔ߹たߪ賄賂の結果獲得ߒた෼益の 2 倍の㗵のうちޔい߆ࠇߕ大߈い方߇科さ

法人のߪにࠢ࡯ࡑン࠺ޔくߥ߇罰金の਄限ߪンドに࡜イスࠕޔ࡯ࠚウ࡞ࡁޔ英国ޔに߆߶る。そのࠇ

罰金ߪሽ在ߒて߽その内容についてのౕ体的ߥ規定߇ሽ在ߥߒい。 

 

㧝．㧟．属人主義、属地主義、域外適用 

外国人おࠃび国外ߢの犯行に関ߔる法ᓞの適用範࿐を巡る概念とߒてޔ属人主義と属地主義߇ある
8
。

属人主義とޔߪある犯罪߇起߈たᤨにޔその犯罪者に本国の法ᓞを適用ߔる立場ߢあޔࠅ属地主義と

属人主義と属ޔߪߢある。大半の国ߢる立場ߔた国の法ᓞを適用ߒくその犯罪を実行ߥߪߢ本国ޔߪ

地主義の両方߇ណ用さࠇておޔࠅ外国౏ോ員に対ߔる贈賄ޔߪᶏ外の法ᓞߢⵙࠇ߆る可能性と本国の

法ᓞߢⵙࠇ߆る可能性の両方を秘めている。߽ߞと߽ޔ英国と日本߽ޔߪߢと߽と属人主義߇ណ用さ

2002ޔߪߢ英国ޔ߇たߞ߆ߥていࠇ 年 2 ᦬にᣉ行さࠇた改正腐敗防ᱛ法にޔࠅࠃ日本2005ޔߪߢ 年

1 ᦬にᣉ行さࠇた改正不正競੎防ᱛ法にࠅࠃ規定さࠇた
9
。 

外国౏ോ員贈賄防ᱛ条約ޔߪ属地主義を原則とޔ߽ࠄ߇ߥߒ国内法਄ߢの属人主義の原則にᓥう限

ているߒうるとߒ属人主義をណ用ޔにおいてࠅ
10
。つ߹ޔࠅA 国民߇ B 国において外国౏ോ員への贈

賄を行ߞた場合ޔB 国の法ᓞߢⵙࠇ߆るの߇原則ߢあるޔ߇A 国の国内法ߢこの犯罪߇ A 国内法ߢⵙ

Aޔߪある場合に߇との規定߈ߴるࠇ߆ 国ߪ属人主義をណ用߈ߢるということߢある。このࠃうにޔ

2 つ以਄の国߇ⵙ್ᮭを有ߔる場合にޔߪ関係国間のද議にޔࠅࠃ⸷追に最߽適ߒた国߇᳿定さࠇる。

その第ޔߪ同条約ޔと߽ߞ߽ 5 条ޔߢ捜査と⸷追ޔߪ経ᷣ的ޔ᡽治的ߥ考慮にࠅࠃᏀฝさࠇてࠄߥߪ

 。ているߒいと規定ߥ

その犯ޔⵙく際にߢた犯罪を本国の法ᓞߒ犯ߢᶏ外ޔߪている国の中にߒ属人主義をណ用ޔおߥ

罪߇実行さࠇた外国߽ߢ犯罪とߒて規定さࠇていることを条件にߔる国߇ある
11
。こߪࠇ෺方可罰

性㧔dual criminality㧕と๭߫ࠇる。大半の欧Ꮊ諸国ޔߪߢ෺方可罰性を条件に属人主義߇ណ用さࠇ

ている。こࠇを条件とߥߒい国にޔߪ英国ޔ米国ޔ韓国ޔチࠚコ࡯ࠝޔ࡯ࠡ࡞ࡌޔス߇ࠕ࡝࡜࠻あ

る。ߥߔわちޔこࠄࠇの国々ޔߪ自国の企業߇外国ߢ現地౏ോ員に汚職を行ߞた場合ޔその相手వ

の国߇その汚職を犯罪とߒて規定ߒている߆否߆に関係ߥくޔその企業を本国の法ᓞߢⵙくのߢあ

る。 

߹たޔ自国民ߥߪߢく外国人߇国外ߢ犯ߒた犯罪ߥߔޔわち外国人の国外犯をⵙく઀組みߢあるޔ

いわゆる域外管轄ᮭ߹たߪ管轄ᮭのޟ域外適用ޔ߽ޠ外国౏ോ員の汚職を巡ߞて議論߇㊀ࠇࠄߨて߈
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た
12
保護主義のޔߪてߒの罪に対ߤߥ有価⸽೛偽ㅧޔ通⽻偽ㅧޔ⥌外患誘ޔ内乱ޔ通常ޔと߽ߞ߽。

観点ࠄ߆域外適用߇認めࠇࠄているޔ߇外国౏ോ員への贈賄に対ߒてޔߪその理論的根᜚߇不᣿確ߢ

合意߽成立ߒていߥい現状にある
13
。 

ࠡ࡞ࡌޔࠕ࡝࠻ス࡯ࠝޔߪている国ߒ外国人の国外犯をⵙく域外適用を立法਄自認ޔࠄ߇ߥߒ߆ߒ

スイޔࠕࠠࡃࡠスޔンド࡜࡯ࡐޔ࡯ࠚウ࡞ࡁޔンド࡜イスࠕޔ࡯࡝ンࠟࡂޔࠢ࡯ࡑン࠺ޔコࠚチޔ࡯

スޔスウ࠺࡯ࠚンと少ߥくߥい。たとえ߫࠺ޔンޔߪߢࠢ࡯ࡑ外国౏ോ員贈賄罪を犯ߒた者ޔ߇スウ

ンドの࡜イスࠕޔ࡯ࠚウ࡞ࡁޔンド࡜ンࠖࡈޔン࠺࡯ࠚ 4 つその߆おߥޔߢ居૑者ߪ国の国民߹た߆

犯罪者࠺߇ンࠢ࡯ࡑ国内にṛ在ߒている場合にޔߪその犯罪の実行地ߤ߇こߢあࠈうと߽࠺ンࠢ࡯ࡑ

の刑法߇適用さࠇる。そのためޔ企業ޔߪ自社の国際事業とߪ直接的に関係ߒていߥい国の法ᓞ㆑෻

とߥる࡝スࠢについて߽ޔ⛘えߕ警戒ߒておく必要߇ある。 

߹たޔ౏正ߥ競੎を実現ߔる਄ޔ߽ߢ域外適用߇持つ意義ߪ大߈いと思わࠇる。ߥߔわちޔ米国߇

主張ߒて߈たࠃうにޔいくࠄ外国౏ോ員への贈賄規制を強化ߒて߽ޔ自国ߛけ߇そࠇを厳格化ߔるの

߹。るߥを背⽶うことに࠺ンࡂに߆ࠄて競੎਄᣿ߴい国の企業に比ߥߢそうߪ自国の企業ޔ߫ࠇあߢ

たޔ属地主義にࠅࠃ自国の法ᓞߢ外国企業をⵙく機会߇多くߥる一方ޔߢその他の汚職規制߇不十分

積ࠅࠃの国々へࠄࠇいそ✭߇規制ߪ外国企業ޔ߫ࠄߥ߹߹たࠇ᡼置さ߇る汚職ࠃ外国企業にߢ国々ߥ

極的に進出ࠃߒうとߔるߥࠇߒ߽߆い。ߒたߞ߇てߒ߽ޔ域外適用にࠅࠃ外国企業の国外犯߽罪に問

うこと߈ߢ߇るࠃうにޔ߫ࠇߥ国際競੎ࠅࠃ߇౏正߽ߥのとߥること߇期待さࠇる。 

 

㧞．米国海外腐敗行ὑ防止法の摘発੐例の増加 

㧞．㧝．米国海外腐敗行ὑ防止法の罰則 

FCPA Ԙ贈賄禁ᱛ条㗄㧔15 U. S. C. §78dd-1㧕とԙ会計処理条㗄㧔15 U. S. C. §78m㧕のޔߪ 2

部構成ߢある。贈賄禁ᱛ条㗄ޔߪ外国౏ോ員等への贈賄行ὑ自体を禁ᱛߔる߽のߢあޔࠅ主にม法

省㧔DOJ㧕߇主ዉߔる。他方ޔ会計処理条㗄ޔߪ会計਄の賄賂の流ࠇの隠蔽を防ᱛߔることޔߢ間

接的に贈賄を防ᱛࠃߒうとߔる߽のߢある。こޔߪࠇSEC の関ਈᐲ߇高いޔ߇以ਅߢ検討ߔる࡝ࡉ

ࠫス࠻ンのケ࡯スのࠃうに෻࡜࠻ス࠻法㆑෻を契機とߒて摘発さࠇた場合等ޔSEC る場合ߔ主ዉ߇

߽少ߥくߥい。一見ޔ会計処理条㗄ߪ贈賄禁ᱛ条㗄の補ቢ的૏置ߠけのࠃうに見えるޔ߇実際にޔߪ

会計処理の不正の立⸽の方߇贈賄の立⸽߽ࠅࠃ容ᤃߢある場合߽少ߥくߥいためޔ前者にࠃる摘発

߽多い
14
。 

FCPA てߒに㊀く規定߆るߪ会計処理条㗄㆑෻の罰則の方を߽ࠅࠃ贈賄禁ᱛ条㗄㆑෻の罰則ޔߪ

いる。表 1  。あるߢ贈賄禁ᱛ条㗄と会計処理条㗄の罰則の㆑いを߹とめた߽のޔߪ
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表㧝：贈賄禁ᱛ条㗄㆑෻と会計処理条㗄㆑෻の罰則の㆑い網

贈賄禁ᱛ条㗄㆑෻網 網 会計処理条㗄㆑෻網

法人網 ：拘枠枠万ド࡞以ਅの罰金網

㧔ㆬ択的刑罰制ᐲ߇適用さࠇた場合ޔ拘枯枠万

ド࡞以ਅの罰金㧕網

法人網 ：拘古枯枠枠万ド࡞以ਅの罰金網

自然人：拘枯万ド࡞以ਅの罰金と㧡年以ਅの

懲役のい߆ࠇߕ߹たߪその両方網

㧔代ᦧ的罰金条㗄߇適用さࠇた場合ޔ罰金

の਄限ߪ無くߥる㧕網

刑事罰網

自然人：枯枠万ド࡞以ਅの罰金と拘枠

年以ਅの懲役のい߆ࠇߕ

߹たߪその両方網

法人ޔ自然人と߽にޔ枡万ド࡞以ਅ網 民事制ⵙ金網 法人網 ：㧡万ドࠄ߆࡞枯枠万ド࡞網

自然人：枯古枠枠枠ドࠄ߆࡞枡枠万ド࡞網

有網 ㆑法利益のᴚ෼ 無網

㧰㧻Ｊ網 執行機関網 㧿㧱㧯網

出ౖ：清੗幸恵㧔2008㧕ޟ米国当局߇日本企業߽タࠥ࡯ッ࠻に！ᶏ外腐敗行ὑ防ᱛ法の࡝スࠢと対策ޠ

No.1187. 中央経ᷣ社, 39ޢ経理情報ޡ  。を߽とに筆者作成ࠫ࡯ࡍ

 

ߪ法人ޔ㆑෻Ფにޔߪߢ贈賄禁ᱛ条㗄㆑෻ޔてߒ刑事罰とޔߕ߹ 200 万ド࡞以ਅの罰金ޔ自然人ߪ 25

万ド࡞以ਅの罰金と 5 年以ਅの懲役のい߆ࠇߕ߹たߪその両方を科さࠇるޔ߇会計処理条㗄㆑෻ޔߪߢ

法人ߪ 2,500 万ド࡞以ਅの罰金ޔ自然人ߪ 50 万ド࡞以ਅの罰金と 20 年以ਅの懲役のい߆ࠇߕ߹たߪそ

の両方を科さࠇる
15
適用さ߇代ᦧ的罰金条㗄ޔߪた場合ߓ生߇損失߿利益ߥ金銭的ࠅࠃ㆑෻にޔ߇ߛ。

ࠇ
16
FCPAޔ の罰則਄限に関わޔߕࠄ罰金߇最大その利得㗵の 2 倍に߹ߢ高㗵化ߔる場合߇ある

17
。 

次にޔ民事罰とߒてޔ贈賄禁ᱛ条㗄㆑෻ޔߪߢ㆑෻Ფにޔ法人と自然人ߪと߽に 1 万ド࡞以ਅの民

事制ⵙ金を科さࠇるޔ߇会計処理条㗄㆑෻ޔߪߢ法人ߪ 50 万ド࡞以ਅの民事制ⵙ金ޔ自然人ߪ 10 万

ド࡞以ਅの民事制ⵙ金߇科さࠇる。DOJ ߿ SEC ޔる場合ࠇࠄていると考えߒ賄賂禁ᱛ条㗄に㆑෻ޔߪ

会社の行ὑ߿業ോを差ߒᱛめるために民事⸷訟のឭ起߇可能ߢある
18
。さࠄにޔ摘発さࠇた事実のみ

を߽ߞてޔ米国ߢの許認可を停ᱛさࠇる可能性߽ある
19
た罰金をそのࠇ会社の役職員に科さޔおߥ。

会社߇肩代わߔࠅることߪ認めࠇࠄていߥい
20
。 

罰則の㊂刑ޔߪԘ賄賂の㗵ޔԙ過去の㆑෻ޔԚ㆑෻数ޔԛ贈賄側企業における高૏の役員の関ਈの

有無ޔߤߥㅪ邦㊂刑ࠟイド࡜イン㧔以ਅ FSGO㧕の規定に沿ߞて᳿定さࠇる
21
FSGOޔ߇ߛ。 ޔߪߢ

Ԙ⽿任の認容ޔԙ調査へのද力ޔԚ㆑෻に関ߔる自主的ࠖ࠺スࠢࠫ࡯ࡠャޔ࡯ԛ適ಾߥ倫理遵቞ࡠࡊ

ている。FSGOࠇの減刑要因߽規定さߤߥのሽ在ࡓ࡜ࠣ の要求にᓥߞていた߆否߆にࠃる企業の懲罰

金㗵の差ߪ極端ߢあޔࠅ最大ߢ 80 倍ߢある
22
。以਄のࠃうにޔ米国の汚職規制に対応ߔるにޔߪFSGO

と FCPA の両方に対応ߒたコン࡜ࡊイࠕンス体制の構築߇求めࠇࠄる
23
。 

 

㧞．㧞．近年の海外腐敗行ὑ防止法㆑反の摘発の増加 

FCPAޔߢる中ࠇ強化さ߇に外国౏ോ員への汚職規制࡞ࡃ࡯ࡠࠣ の摘発件数߽近年増加傾向にある

㧔࿑㧝㧕。 
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࿑㧝：摘発案件数網

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出ౖ：Shearman & Sterling LLP, (2011) FCPA Digest－Cases and Review Releases Relating to 
Bribes to Foreign Officials under the Foreign Corrupt Practices Act of 1977, 

http://www.shearman.com/files/upload/FCPA-Digest-Jan-2011.pdf, i. 

 

FCPA の摘発1977ޔߪ 年の制定当初ߪ߶とߤࠎ行わߞ߆ߥࠇた߽のの2005ޔ 年ࠄ߆ࠈߏ活発化ߒ

ている。とࠅわけ2007ޔ 年ߪ 38 件ޔߢ前年比の 3 倍近く߹ߢ増加ߒた。この動ޔߪ߈米国企業と外

国企業を問わߕ起߈ている㧔࿑ 2㧕24
。 

 

࿑㧞：摘発さࠇた企業数の変ㆫ㧔拘枠枠拘 年以降㧕網

網

網

網

網

網

網

網

網

網

網

網

出 ：ౖIbid., vi にޔFCPA Digest－Cases and Review Releases Relating to Bribes to Foreign Officials 
under the Foreign Corrupt Practices Act of 1977, 

http://www.shearman.com/files/Publication/bb1a7bff-ad52-4cf9-88b9-9d99e001dd5f/Presentation/

PublicationAttachment/590a9fc7-2617-41fc-9aef-04727f927e07/FCPA-Digest-Jan2012.pdf, vi の࠺
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外国企業の摘発߇始߹ߞたのޔߪ所定の要件を満たߔ外国企業߽ FCPA の対象とߒた 1998 年の改

正以降ߢある2007ޔ߇ 年以降ޔߪ米国内外企業を問わߕ摘発件数߇急増ߒた。こ߿ࠞ࡝ࡈࠕޔߢ߹ࠇ

中ධ米地域ߢの不正の摘発߇多ߞ߆たޔ߇੹後ޔߪ経ᷣ成長߇著ߒい旧共産圏߿中国ޔ東ධࠕࠫࠕと

いߞた新興国ߢの摘発߇強化さࠇるとの指摘߇ある
25
。 

߹たޔFCPA ᣉ行後の最初の 25 年間の罰金߹たߪ民事制ⵙ金㗵ߪ 100 万ド࡞を超える程ᐲߢあߞ

た2004ޔ߇ 年以降急ㅦに高㗵化ߒている㧔࿑ 3㧕26
。 

2008 年と 2009 年の急激ߥ高㗵化1ޔߪ 社ߢ高㗵の罰金・民事制ⵙ金߇科さࠇる事例߇⛯いたため

ある。2008ߢ 年のシࡔ࡯ンス AG の罰金・民事制ⵙ金ߪ合計 8 億ド2009ޔ࡞ 年の࠻࡯ࡃ࡝ࡂン/KBR

の罰金・民事制ⵙ金ߪ 5 億 7,900 万ドߢ࡞あߞた
27
。特に2010ޔ 年の罰金・民事制ⵙ金の総㗵ߪ過去

最高の 17 億 8,200 万ドߢ࡞あ1ޔࠅ ド࡞を日本౞ߢ 80 ౞とߒて߽1,425ޔ 億 6,000 万౞に਄る。高

㗵の罰金・民事制ⵙ金を科ߔケ࡯スޔߪ一般化ߒて߈ておޔࠅ実際 2008 年のシࡔ࡯ンス AG の事例

以降1ޔ 社ߢ罰金・民事制ⵙ金߇ 1 億ド࡞を超えるケ࡯ス߇Ფ年少ߥくと߽ 1 件ߪ起߈るࠃうにߞߥ

ている。 

 

࿑㧟：企業に対ߒて科さࠇた罰金・民事制ⵙ金の総㗵㧔拘枠枠拘 年以降㧕網 න૏：枡枠枠 万ド࡞網 網

網

網

網

網

網

網

網

網

網

網

網

網

※2008 年と 2009 年のみޔシࡔ࡯ンス AG の罰金 8 億ド࡞と࠻࡯ࡃ࡝ࡂン/KBR の 5 億 7,900 万ド࡞

をޔ色を変えて示ߒている。 

出ౖ： Shearman & Sterling LLP, (2012), op.cit., viii. 

 

߹たޔ罰則強化の対象ߪ外国企業߽例外ߥߪߢい。実際2010ޔ 年の企業に科さࠇた罰金・民事制ⵙ

金の内⸶をみるとޔ米国外企業に対ߒて߽容赦ߥい高㗵の罰金・民事制ⵙ金߇科さࠇていること߇わ

BAEޔ㧔Snamprogetti㧕ࠖ࠹ッࠥࡠࡊࡓ࠽スޔ㧔Technip㧕ࡊッ࠾ࠢ࠹。る߆ の 3 社߇そࠇߙࠇ 3
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億 5,000万ド࡞超を支払いޔこࠄࠇ 3社ߢ 2010年の総㗵の 2/3に相当ߔる 11億ド࡞を支払ߞている。

加えて࠳ޔイ࠽ࡇ࡞࠽ࡄޔ࡯࡜ࡓ㧔Panalpina㧕࡞࠹ࠞ࡞ࠕޔ㧔Alcatel㧕の 3 社߽そࠇߙࠇ 1 億ド࡞近

い罰金・民事制ⵙ金を支払ߞておޔࠅこࠄࠇ 6 社ߛけ߽ߢ 2010 年の罰金・民事制ⵙ金の合計の 80%分

を支払ߞたことにߥる。こࠄࠇ 6 社ߪ全て米国外企業ߢある
28
。 

2010ޔおߥ 年ࠄ߆ 2011 年に߆けて罰金・民事制ⵙ金の総㗵߇ 1/3 以ਅに減少ߒている理由ޔߪ高

㗵の FCPA ㆑෻の摘発߇少ߞ߆ߥたためߢある
29
。たとえ߫2011ޔ 年に罰金・民事制ⵙ金߇ 1 億ド

ߪス࡯を超えたケ࡞ 1 件ߛけߢあ2,000ޔࠅ 万ド࡞を超えたケ࡯ス߽ࠫョンソン・エンド・ࠫョンソ

ンの 7,000 万ド࡞と࡟࠹・࡯ࡗࠣࡑコࡓ㧔Magyar Telekom㧕の 9,500 万ド࡞の 2 件ߛけߢあߞた。 

߹たޔFCPA ていࠇ科さ߇の㊀い実刑ߤߥ身柄᜔束߿禁固刑ޔて߽ߒある外国人に対ߢ自然人ޔߪߢ

る。たとえ߫2008ޔ 年ࠫ࡝ࡉޔス࠻ンの国際営業部長ࡑ・ࠠࠝࡅサࠝに᜔禁 2 年ޔ罰金 8 万ド߇࡞科

ているࠇࠄߖ
30
。このケ࡯スにおいてޔ彼2004ޔߪ 年 1 ᦬ࠄ߆ 2007 年 5 ᦬に߆けてޔ中ධ米の現地⽼

売代理人߇現地国営企業の社員へ贈賄を行ߞていたことを知ߞていޔࠄ߇ߥ隠ߵいᎿ作を講ߓていた。 

とこޔߢࠈ਄述ߒた 2008 年のシࡔ࡯ンス AG の事例ޔߪ外国౏ോ員への汚職を取ࠅ巻くコン࡜ࡊ

イࠕンス・࡝スࠢの高߹ࠅと複雑さを象ᓽߒている。科さࠇた 8 億ド࡞のうち3ޔ 億 5,000 万ドߪ࡞

SEC の民事⸷追にࠃる民事制ⵙ金ߢあޔࠅᱷࠅの 4 億 5,000 万ドߪ࡞ DOJ の刑事⸷追にࠃる罰金ߢ

あޔࠅ罰金と民事制ⵙ金と߽にᏂ㗵ߢあߞた
31
。さࠄにޔ同社2007ޔߪ 年のᤨ点ࡒߢュンࡋンの検察

庁に既に 2 億 100 万࡙ࡠ࡯㧔当ᤨ約 2 億 8,500 万ド࡞㧕の罰金を支払ߞていたޔ߇੹回の事件の発覚

をฃけޔさࠄに 3 億 9,500 万࡙ࡠ࡯㧔当ᤨ約 5 億 6,900 万ド࡞㧕の罰金の支払いに合意ߒた
32
たߒ。

ンスࡔ࡯シߢ੹回の不正ޔてߞ߇ AG くと߽ߥ少ߢ世界中ޔߪ 16 億ド࡞以਄߽の罰金・民事制ⵙ金

を支払ߞたことにߥる。 

 

㧟．英国贈෼賄禁止法の内容と処罰規定 

FCPA の摘発強化に加えた外国౏ോ員に対ߔる汚職規制強化の新たߥ展開とߒて2011ޔ 年 7 ᦬ 1

日の英国贈෼賄禁ᱛ法のᣉ行㧔2010 年 4 ᦬ 8 日成立㧕߇ある。英国ޔߪ同法の成立以前ࠄ߆腐敗行

ὑに対ߒて厳格ߢあߞたޔ߇同法ޔߪFCPA にࠄߥい外国౏ോ員への汚職に対ߔる処罰のさߥࠄる強

化を目的とߒている。同法のਅޔߪߢԘ贈賄㧔1 条㧕ޔԙ෼賄㧔2 条㧕ޔԚ外国౏ോ員に対ߔる贈賄

㧔6 条㧕ޔԛ贈賄行ὑを防ߋ措置のᙤ怠㧔7 条㧕ޔ߇処罰の対象とߥる
33
。 

英国贈෼賄禁ᱛ法の適用範࿐ߪ英国内ߛけߥߪߢくޔԘ作ὑ߹たߪ不作ὑの全部߹たߪ一部߇英国

内ߢ行わࠇる߆㧔属地主義㧕ޔԙ英国内ߢそ߇ࠄࠇ行わࠇていߥい߽のの被告人߇英国と密接ߥ関係

を有ߒている場合㧔属人主義㧕にޔ適用さࠇる㧔表 2㧕34
。ここߢいうޟ英国との密接ߥ関係ޠにޔߪ

英国籍を有ߔること߿英国居૑者ߢあること߇含߹ࠇる。ߥߔわちޔ㆑෻߇全て英国外ߢ行わࠇたと

同法における犯罪行ޔࠇណ用さ߇属人主義ޔߪある場合に߇関係ߥ英国と密接߇その㆑෻者ޔて߽ߒ

ὑ߇成立ߔるのߢある
35
。 
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表㧞：英国贈෼賄禁ᱛ法の適用範࿐網

網

網

網

網

網

網

 

出ౖ：西垣建剛・本間正人ޟ民間人との取引に߽罰則߇！英国贈෼賄禁ᱛ法の࡝スࠢと対処術ޡޠ経理

情報ޢNo.1279. 2011 年 4 ᦬, 51 㗁。 

 

さࠄにޔ同法 7 条ޔߪߢ贈賄防ᱛ措置ᙤ怠罪ޔ߇Ԙ英国において設立߽ߒくߪ組成さࠇたޔ߹たߪ

ԙ当⹥事業の全部߽ߒくߪ一部を英国において行ߞているߴߔての法人おࠃび࡯࠽࠻࡯ࡄシッࡊに対

英国ޟޔ߽ߢ日本に本᜚を置く企業ޔてߞ߇たߒ。ているࠇ規定さ߇あること߇る可能性ࠇて適用さߒ

において事業を行うޠという要件߇果たさࠇた場合にޔߪ罰則の対象とࠅߥうるのߢある。こޔߪࠇ

日本を本᜚地とߔる親会社にとߞてޔߪ実質的ߥ域外適用と߶とߤࠎ変わߥࠄいといえる。 

この規定についての一ޔ最終指㊎においてޔߪ英国法ോ省ޔるとの批್をฃけ߉ߔ厳格ޔと߽ߞ߽

定の解釈をឭ示ߒている
36
。たとえ߫ࡠޔンドン⸽೛取引所の਄場企業ߢあることޔ߿英国に子会社

を有ߔることといߞた点ߛけޟޔߪߢ英国において事業を行うޠと್断ߔる᳿定的ߥ要因とޔߕࠄߥߪ

その最終的್ߥ断ޔߪ個々の事案におけるౕ体的ߥ事実関係を基にޔⵙ್所にᆔࠇࠄߨるとさࠇた。 

߹た8ޔ 条にޟޔߪ営利団体に関係ߔる者ޠとߒてޔ当⹥営利団体のᓥ業員ޔ代理人おࠃび子会社

いߥていࠇ᣿示さߪその範࿐ޔ߇ているࠇ例示さ߇
37
。そこޔߢ最終指㊎ޔߪߢ請⽶業者の場合ޔߪ

当⹥営利団体のために߹たߪ代理とߒてその業ോを行ߞている限ࠅにおいてのみޔ߹たޔサ࡜ࡊイࡗ

営利団体にޟޔているといい得る場合にߞ物品のឭ供に加えて供給వのために業ോを行ޔߪの場合࡯

関係ߔる者ޠとߒて⹥当ߒうるとさࠇている。網  

英国贈෼賄禁ᱛ法㆑෻の罰則ޔߪߢ自然人の場合にߪ 10 年以ਅの懲役と無਄限の罰金のい߆ࠇߕ

߹たߪその両方߇科さޔࠇ߹た法人の場合にޔߪ無਄限の罰金߇科さࠇる。この罰則規定ޔߪ米国の

FCPA 損ኂのߪ利得߹たߪߢ 2 倍߹ߢߢあることࠄ߆みて߽ࠅߥ߆厳ߒい規定ߢある
38
。こࠄࠇの罰

則に加えてޔ੹後2006ޔߪ 年౏共契約規制に基ޔ߈ߠ贈賄防ᱛ措置ᙤ怠罪を犯ߒた企業に対ߒてޔ自

動的߆つ永久的に EU の౏的調㆐契約に関ߔる参加資格をߪく奪ߔるという措置߇取ࠇࠄるࠃうにߥ

る可能性߽ある
39
。 

た企業のᩣ主ߒ黙認ߪをᛚ認߹たࠇこޔる贈賄罪の場合ߔ外国౏ോ員に対ޔ෼賄罪ޔ贈賄罪ޔおߥ

߹たߪ਄⚖役員߽ޔその直接的ߥ㆑෻者と同等の罪に問わࠇる
40
。ここߢいうޟ਄⚖役員ޠにޔߪ組
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合員ޔ取締役ޔ支配人ޔ秘書役ޔ߹たߪこࠄࠇと類似ߔる立場にある者߇含߹ࠇる。 

罰金以外に߽英国贈෼賄禁ᱛ法の FCPA との相㆑点とߒて以ਅのࠃう߽ߥの߇ある
41
。英国贈෼賄

禁ᱛ法ޔߪFCPA 。ているߒる汚職߽禁ᱛߔ民間人に対ߕࠄߥ౏ോ員のみޔࠅߥの規制と異߆߶その߿

߹たޔFCPA とߪ異ޔࠅߥ෼賄行ὑޔチッߤߥࡊのࠔࡈシ࡯࠹࡝ション・ࡍイࡔンޔ࠻さࠄにޔ製品・

サࡆ࡯スの説᣿߿⽼売ଦ進ޔ契約ጁ行に関ߔる⾌用の支払い߇禁ᱛさࠇている。߹たޔFCPA ޔߪߢ

一定の要件を満たߔ⸽೛発行者㧔issuer㧕に対ߒてޔ帳★おࠃび会計記録をޔ取引と資産の処分を正

確߆つ適正に෻ᤋさߖるといߞた合理的ߥ詳細さに基ߠいて作成ߔること߇᣿文規定を通ߒて要求さ

いߥߒሽ在ߪࠇそߪ英国贈෼賄禁ᱛ法にޔている߽ののࠇ
42
。 

このࠃうにޔ英国贈෼賄禁ᱛ法ࠔࡈޔߪシ࡯࠹࡝ション・ࡍイࡔン࠻の禁ᱛ߿਄限の無い懲罰金等ޔ

FCPA と比較ߒて߽相当厳格ߥ法ᓞߢある。とࠅわけޔ贈賄防ᱛ措置ᙤ怠罪の適用においてޔ英国に

おいて事業を行う企業ޔߪその本᜚߇英国国外にあߞたとߒて߽対象とߥる。そのためޔ同法の成立

に増えࠄさ߇スࠢ要因࡝・ンスࠕイ࡜ࡊコンߥ߈て߽大ߞ英国外企業にとߕࠄߥ英国内企業のみޔߪ

たということを意味ߒている。 

 

㧠．࡝ࠪࠔࡈテ࡚ࠪ࡯ンࡍ࡮イࡔン࠻ 

㧠．㧝．࡝ࠪࠔࡈテ࡚ࠪ࡯ンࡍ࡮イࡔン࠻の概要 

ߢ౏的業ോの౞滑化等の目的ߥい日常的ߥⵙ㊂の余地のޟޔߪと࠻ンࡔイࡍ・ション࡯࠹࡝シࠔࡈ

行う少㗵の支払い
43
ある。FCPAߢޠ るこߔ確保ߪた߹ߔ通常の職ോ執行行ὑの遂行をଦޡޟޔߪߢ

とޢを目的とߔるޔ外国౏ോ員に対ߔるޡ何߆ࠄの手⛯౞滑化のための支払いޢ
44
ていࠇと定義さޠ

る。このޟ通常の職ോ執行行ὑ㧔routine governmental action㧕ޠとޟޔߪԘ個人߇外国ࡀࠫࡆߢス

を行うための許可࡜߿イセンスの取得ޔԙ߿ࠩࡆ指࿑書ߤߥの౏的文書の処理ޔԚ警察にࠃる保護の

ឭ供ޔㇷ便の集荷及び配㆐ޔ߹たߪ契約ጁ行に関ߔる検査߿物品の国境通過に関ߔる検査のスケࠫュ

商ߪい製品߹たߔ߿ߒ腐敗ߪた߹ޔߒࠈ荷の積みਅޔ電力及び水㆏供給ޔスࡆ࡯ԛ電話サޔンࠣ࡝࡯

品を劣化ࠄ߆保護ߔることޔ並びにԜこࠄࠇに類似ߒた性質の行ὑ
45
 。あるߢのことޠ

たޟޔߒߛ外国౏ോ員等にࠃるޔ特定の当事者に対ߔる新ߒいࡀࠫࡆスの付ਈ߿既ሽのࡀࠫࡆスの

ሽ⛯に関ߔる何߆ࠄの್断ޔ߹たߪそのࠃう್ߥ断をଦ進ߔるために意思᳿定ࡠࡊセスに関ਈߔる外

国౏ോ員等にࠃるߴߔての行ὑ
46
チッޔてߞ߇たߒ。いߥࠇ߹含ߪにޠ通常の職ോ執行行ὑޟޔߪޠ

てߒたとࠇࠄて認めߒと࠻ンࡔイࡍ・ション࡯࠹࡝シࠔࡈߪߤߥる少㗵の謝礼ߔ઀事の㆐成に対߿ࡊ

ߪ事業獲得のための支払いޔ߽ FCPA ているࠇ禁ᱛさ߽ߢ
47
。 

1990ޔ߇ߛ 年代以降の世界的ߥ腐敗防ᱛ強化の流ࠇの中ࠔࡈޔߢシ࡯࠹࡝ション・ࡍイࡔン࠻に対

こ߇ߤࠎ外国౏ോ員贈賄防ᱛ条約の加盟国の߶とޔ日本߽含めޔている。実際߈てߒる規制߽᜛大ߔ

ޔ米国ࠞޔߪている国ߒを᣿確に例外規定࠻ンࡔイࡍ・ション࡯࠹࡝シࠔࡈ。ているߒを禁ᱛࠇ ޔ࠳࠽

韓国࡯ࠝޔスࠕ࡝࡜࠻の 4 うるᣦをࠅߥ例外とߢ刑法ౖの中ޔ߇スイスߪその他にޔࠅあߢけߛ国߆
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規定ߒているࠄߋいߢある
48
。たとえ߫ޔ英国᡽府ࠔࡈߪシ࡯࠹࡝ション・ࡍイࡔン࠻の根⛘を長期

目標にߒておޔࠅ英国法ോ省߽現地の法઎・್例ߢ認めࠇࠄた支払い以外を原則㆑法とߒている
49
。 

 

㧠．㧞．࡝ࠪࠔࡈテ࡚ࠪ࡯ンࡍ࡮イࡔン࠻の論点 

ߢ現地ޔその分ޔ߫ࠇけߥࠇࠄみ߇一⽾性ߢる規制に各国ߔに対࠻ンࡔイࡍ・ション࡯࠹࡝シࠔࡈ

事業を営߻企業の間ߢ競੎に不౏ᐔ߇生ߓてߒ߹う恐߇ࠇある。梅↰㧔2011㧕ࠔࡈޔߪシ࡯࠹࡝ショ

ン・ࡍイࡔン࠻の肯定論と否定論の論理・主張を以ਅのࠃうに߹とめている
50
。 

主張ߥ現実的・相対主義的ޔߤߥスにਈえるᖡ影響ࡀࠫࡆ߿の伝統的慣習ߢ現地ޔߪ肯定論者ޔߕ߹

を展開ߔる。ࠔࡈシ࡯࠹࡝ション・ࡍイࡔンޔߪ࠻その㗵߿目的ࠄ߆考えて߽賄賂のࠃうߥᖡ質߽ߥの

自国の価値観を᛼ޔࠅあߢ߈ߴߔたその相手の文化をዅ㊀߈てࠇࠄ認めߢ長く現地߇ࠇそޔߒいߥߪߢ

ߪその企業ޔ߫ࠇߔ拒否ޔて߽ߞあߢの߽ߥ多少不౏ᐔ߇ࠇそޔたとえޔい。߹たߥߪߢ߈ߴ付けるߒ

通関߿許認可の遅ᑧߤߥのᖡ影響をฃける࡝スࠢ߇ある。さࠄにޔその根⛘ޔߪ直接的ߥ規制を行ߞた

とߒて߽ޔ౏ോ員のૐ給ਈ߿文化的価値観ࠅࠃޔߤߥ根本的ߥ問題を改善ߥߒい限ࠅ不可能ߢある。 

他方ޔ否定論者ޔߪ不౏ᐔさ߿法ᓞ㆑෻ޔߤߥ倫理的ߥ観点ࠄ߆主張を行う。少㗵ߢあߞて߽ޔ正

規の対価以਄の支払いを一部認めることޔߪ不౏ᐔߢあることに変わߥߪࠅい。実際ࠔࡈޔシ࡯࠹࡝

ション・ࡍイࡔンޔߪ࠻߶とߤࠎの国ߢ㆑法ߢあޔࠅそ߇ࠇ現地ߢ認めࠇࠄていたとߒて߽そߪࠇそ

の国の法制ᐲの未熟さ・ᰳ㒱を表߽ߔのߢあߞてޔ最終的にޔその根⛘߇理想ߢあることに変わߪࠅ

ߢ支払いをฃけた߽のとの間ޔ認めると߽ߢを一ᐲ࠻ンࡔイࡍ・ション࡯࠹࡝シࠔࡈޔにࠄい。さߥ

不౏ᐔ߇生ߓることにޔࠅߥ߹たޔ更ߥる支払い要求に߽つ߇ߥる恐߇ࠇあるためޔ᳿ߒて許さࠇる

 。いߥߪߢの߽߈ߴ

梅↰㧔2011㧕ޔߪ以਄の理由ߠけのうちޔ否定論者の方߇倫理的観点ࠄ߆み߫ࠇ࿶倒的に説得力߇

ある߽ののࠔࡈޔシ࡯࠹࡝ション・ࡍイࡔン߇࠻長く慣習化ߒて߈た国においてޔߪ肯定論者の主張

に߽現実的にみてある程ᐲの説得力߇あるとߒている
51
。 

ޔた߹ޔくߥ少ߪを認める国࠻ンࡔイࡍ・ション࡯࠹࡝シࠔࡈޔ一部の例外を㒰いてޔࠄ߇ߥߒ߆ߒ

外国౏ോ員への汚職規制߽世界的規模ߢ進展ߒて߈ている。加えてޔ外国౏ോ員への汚職の厳罰化߽

進ߢࠎおޔࠅとࠅわけ英国贈෼賄禁ᱛ法のࠃうにޔ実質的に域外適用のណ用と変わߥࠄいࠃうߥ法規

制߽⊓場ߒて߈ている。߹たޔ米国ޔߪߢ米国内外の企業を問わߕ摘発߇増加傾向にあޔࠅいつࠔࡈ

シ࡯࠹࡝ション・ࡍイࡔン߇࠻例外規定ࠄ߆外さࠇるの߽߆不᣿ߢある。 

߹たޔ౏正ߥ競੎の実現という観点ࠄ߆みて߽ࠔࡈޔシ࡯࠹࡝ション・ࡍイࡔン࠻を߈ߢるߛけ多

くの国߇共同ߢ禁ᱛߔることߪ㊀要ߢある。ߒたߞ߇てޔ౏正ߥ競੎の実現において߽࡝ޔスࠢ回避

の点ޔ߽ࠄ߆国際的に事業を展開ߔる企業ޔߪ自社のコン࡜ࡊイࠕンス体制ࠔࡈߢシ࡯࠹࡝ション・

ޔߪਃ菱商事ޔる。たとえ߫ࠇあると思わߢ対応ߥつ有益߆現実的ޔ߇た方ߒの禁ᱛを徹底࠻ンࡔイࡍ

2006 年ޔࠄ߆進出వの国・地域ߢのチッࡊの実態調査を開始2010ޔߒ 年 10 ᦬に社内規定を改定ޔߒ
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౏ോ員へのチッࡊの支払いを原則禁ᱛにߒている
52
。 

 

㧡．企業に要求さࠇるコンプ࡜イࠕンࠬ体制―英国贈෼賄禁止法の場ว― 

㧡．㧝．ޟ十分ߥ手続ޠ߈ 

本研究ޔߪこߢ߹ࠇ外国౏ോ員への汚職を取ࠅ巻くコン࡜ࡊイࠕンス・࡝スࠢについて検討ߒて߈

た。その内容ߪ複雑ߢあޔࠅ現ᤨ点ޔߪߢ全ての国の規制に十分対応߈ߢるコン࡜ࡊイࠕンス体制ࡕ

つᣉ߆ޔߢ比較的厳格ޔてߒ本研究の最後とޔߪߢ本節ޔߢある。そこߢ困難ߪることߔをឭ示࡞࠺

行さࠇた߫ߢࠅ߆企業߽十分ߥ対応を進めࠇࠄているとߪ考えにくいޔ英国贈෼賄禁ᱛ法に対応ߔる

コン࡜ࡊイࠕンス体制について検討ߔる。 

英国贈෼賄禁ᱛ法においてޟޔߪ十分ߥ手⛯߈㧔adequate procedures㧕ޠの実ᣉの立⸽߇᛫弁とߥ

る。このޟ十分ߥ手⛯ޠ߈についてޔߪ英国法ോ省2011ޔ߇ 年 3 ᦬ 30 日に最終指㊎を౏表ߒている。

この最終指㊎の૏置ߠけޔߪあく߹ߢ指㊎ߢあࠅ᥉ㆉ的・定言的߽ߥのߥߪߢい。ޔࠄ߇ߥߒ߆ߒ英

国贈෼賄禁ᱛ法ߪ適用範࿐߇広くޔ߹た਄限の無い罰金߿ 10 年以ਅの懲役ߤߥ罰則߇㊀い。たとえ

英国以外の国の子会ޔい日本企業の場合ߥていߒを満たޠ߈⛯手ߥ十分ޟ߇英国に子会社を持つޔ߫

社のᓥ業員߇その国の高ቭに賄賂を支払ߞた場合ޔ贈賄防ᱛᙤ怠罪の処罰対象とߥる恐߇ࠇある
53
。 

 

㧡．㧞．㧢つの基本原則とコンプ࡜イࠕンࠬ体制 

最終指㊎の示ޟߔ十分ߥ手⛯ޠ߈をల足ߔるコン࡜ࡊイࠕンス体制の構築࡞ࡃ࡯ࡠࠣޔߪに事業を

展開ߔる企業にとߞてޔ大ߥ߈課題ߢあるといえる。最終指㊎ޟޔߪߢ十分ߥ手⛯ޠ߈の 6 つの基本

原則߇示さࠇている
54
。表 3 6ޔߪ つの基本原則とޔవ行研究の議論に基ߠいてޔそࠇߙࠇに対応ߔ

る取ࠅ組みを例示ߒた߽のߢある。 

第 1 の原則ޔߪ贈賄行ὑの防ᱛのためにとる߈ߴ手⛯ޔߪԘ当⹥営利団体߇晒さࠇている贈賄の࡝

スࠢࠄߥޔびに当⹥営利団体の性質ޔ規模おࠃびその事業の複雑さのᐲ合いに見合ߞた߽のߢあるこ

とޔおࠃびԙ᣿確ޔߢ実ോ的߆つ利用ߔ߿ߒくޔ効果的に実ᣉさࠇるߢ߈ߴあることޔを要求ߒてい

る
55
。この実践にޔߪ第 3 の原則ߢある࡝スࠢ評価߇必要ߢあޔࠅこࠇを基にޔ贈賄防ᱛの目的に沿

スࠢ࡝てのࠇ間の経過につᤨޔߪある。最終指㊎ߢ߈ߴるࠇ実ᣉさ߇߈⛯手ߥつ実ോ的߆た現実的ߞ

変化への対応߽可能ߥ限ࠅ行うߢ߈ߴあると要求ߒている。 

スࠢの性質と程ᐲについて評価を行うこと࡝贈賄行ὑの潜在的ޔ営利団体にޔスࠢ評価について࡝

ているࠇࠄ求め߇
56
。ここߢいう࡝スࠢの範࿐ࠞޔߪン࡝࡯࡝࠻スࠢޔ取引߿事業セࠢタ࡯特有の࡝

スࠢޔ適ಾߥ研ୃ制ᐲޔ知識ࠄߥޔびに経験のᰳ如ޔ報酬体系ࠄ߆生ߓる࡝スࠢߤߥ幅広い。࡝スࠢ

評価ߪ定期的に行わޔࠇ結果߽記録・周知さࠇるߢ߈ߴある。߹たޔ最終指㊎࡝ޔߪߢスࠢ評価ޔߪ

営利団体の規模ޔ組織体制ޔ事業の性格ߤߥに見合ߞた߽のߢある߈ߴとさࠇている。 

第 2 の基本原則にある経営㒯とޔߪ取締役会ޔ所有者ޔ߹たߪそࠇ以外の同等の立場にある者ߢあ 
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表㧟：㧢つの基本原則と対応ߔる取ࠅ組みの例網

 基本原則 対応ߔる取ࠅ組みの例 

た手ߞスࠢに見合࡝ 1

 ߈⛯

以ਅの 3 点ࠄ߆考えてޔ適ಾ߆つ妥当ߥコン࡜ࡊイࠕンス体制を構築ޔߒ

実践ߔること。 

㧔1㧕自社߇直面ߒている贈賄࡝ス 㧔ࠢ領域・国・Ꮢ場の性質ޔ事業機会・

取引の性質ޔ事業ឭ携者・取引関係者との関係ߤߥを考慮ߔる。㧕 

㧔2㧕自社の規模߿性質 

㧔3㧕᣿確さޔ実用性ޔ有効性 

2 経営㒯にࠃる関ਈ ࠻ッࡔࠫࡀࡑ・ࡊンޔ߇࠻以ਅの点ߤߥに積極的に߹たߪ適ಾに関ਈߔ

ること。 

㧔1㧕コン࡜ࡊイࠕンス・ࡓ࡜ࠣࡠࡊの作成・ዉ入・改定㧔こߪࠇ担当役

員の任๮を含߻㧕 

㧔2㧕贈賄行ὑを拒否ߔる組織の考え方の内外への周知 

 。ߓ組みと߶߷同ࠅの取ޠ߈⛯た手ߞスࠢに見合࡝ޟߪスࠢ評価 内容࡝ 3

定期的ߥ実ᣉ。結果の周知・記録。 

ࠚࠫ࡝ࠖ࠺・࡯ュ࠺ 4

ンス 

自社߇直面ߒている贈賄の࡝スࠢに見合ߞた手⛯߈にࠃる࠺ュࠖ࠺・࡯

事業機会・取引のޔること㧔領域・国・Ꮢ場の性質ߔンスを実ᣉࠚࠫ࡝

性質ޔ事業ឭ携者・取引関係者との関係ߤߥを考慮ߔる。㧕 

5 方㊎及び手段の伝㆐

㧔必要ߥ研ୃの実ᣉ

 㧕߻を含ߤߥ

方㊎及び手段を社内にᶐㅘ・徹底さߖるためのコン࡜ࡊイࠕンス・ࡠࡊ

 。ることߔを実ᣉࡓ࡜ࠣ

㧔1㧕ࡓ࡜ࠣࡠࡊの⽿任の所在の᣿確化 

㧔2㧕研ୃの実ᣉ 

㧔3㧕方㊎・手段の作成と伝㆐ 

㧔4㧕ዉ入と見直ߒのスケࠫュ࡞࡯᳿め 

㧔5㧕相談窓ญࡎ߿ッ࡜࠻インߤߥのコࡒュ࠾ケ࡯ション制ᐲのᢛ備ߤߥ 

ンࠣと見直࡝タ࠾ࡕ 6

 ߒ

㧔1㧕定期的࠾ࡕߥタ࡝ンࠣと見直ߒ㧔社内の方㊎߿手段ߤߥ㧕 

㧔2㧕不定期の࠾ࡕタ࡝ンࠣと見直ߒ㧔現地᡽策の変更߿贈賄行ὑの発覚

 㧕ߤߥ

㧔3㧕業ോ・⽷ോ⋙査シスࡓ࠹の構築 

㧔4㧕職員ࠄ߆の࡯ࠖࡈドࡃッࠢシスࡓ࠹の構築 

㧔5㧕相談窓ญࡎ߿ッ࡜࠻インߤߥの内部通報制ᐲの構築 

㧔6㧕外部の専門家にࠃるࡓ࡜ࠣࡠࡊの検⸽ 

出ౖ：同਄書, 53 㗁߿新城ᶈੑ㧔2011a㧕ޟ英国・米国・中国・日本における汚職防ᱛ法制の現状㧔㧝㧕

英国 Bribery Act の解説とそのਈえる影響―ޡ十分ߥ手⛯ޢに関ߔる指㊎を中心に―ޡޠエ࡯ࡆ・࠿・

エޢ࡞No.954, 商事法ോ, pp.23-33.ߤߥを基に筆者作成。 
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る
57
。経営㒯の関ਈにޔߪԘウࡉࠚサイ߿࠻インࡀ࡜࠻ッ࠻਄ߢの掲示ߤߥを通ߒたޔ贈賄行ὑを拒

否ߔる組織の考え方の内外への周知ޔԙ贈賄行ὑ防ᱛのための手⛯ዉ入への適ಾߥ関ਈの両方߇含߹

る贈賄ࠃ経営㒯にߪ小規模団体においてޔてߒ関ਈ形態の例とߥ経営㒯の適ಾޔߪߢる。最終指㊎ࠇ

防ᱛ手⛯ዉ入への直接的ߥ関ਈޔ߇大規模団体においてߪ方㊎策定ޔコン࡜ࡊイࠕンス体制の構築ޔ

⛮⛯的࠾ࡕߥタ࡝ンࠣ・見直ߤߥߒに最終的ߥ⽿任を⽶うこと߇挙ࠇࠄߍている。網

M&Aޟޔߪンスとࠚࠫ࡝ࠖ࠺・࡯ュ࠺ 取引に関ߔる意思᳿定を行うに際ߒてޔ対象会社ߥいߪߒ

事業等に対ߔる実態を把握ޔߒ問題点の有無を把握ߔるために行う調査のこと

枯没

ある。最終指㊎ߢޠ

ているࠇ要求さ߇あることߢた߽のߞスࠢᐲ合いに見合࡝贈賄行ὑの߇߈⛯この手ޔߪߢ
59
。たとえ

逆߽߹た然ޔࠇ十分とさߢのみ߈⛯た手ߒ簡略化ޔߪߢૐい状況ਅ߇る可能性ࠇ行わ߇贈賄行ὑޔ߫

 。あるߢということࠅ

第 5 の基本原則ޔߪߢ贈賄行ὑ防ᱛに関ߔる方㊎及び手段を࡝ޔスࠢに見合ߞた内外における伝㆐

手段を通ߒてޔ当⹥営利団体全体にᶐㅘ・周知徹底さߖること߇要求さࠇている
60
。ここߢいう伝㆐

にޔߪ特定の方㊎・手段の実ᣉ߿研ୃといߞた内部に対ߔる伝㆐とޔ行動指㊎の౏表といߞた外部に

対ߔる伝㆐の両方߇含߹ࠇる。߽ߞと߽ޔ第 5 の原則を実践ߔる਄ޔߪߢコン࡜ࡊイࠕンス・ࠣࡠࡊ

の価値観の共有߽ߢ組織構成員間ޔくߥߪߢの߽ߥる形式的ߥනߪࠇそޔ߇るࠇࠄ求め߇の実ᣉࡓ࡜

伴う߽のߥߢけߥࠄߥ߫ࠇい㧔Paine, 1994㧕。網

最後にޔ第 6 の基本原則ޔߪߢ営利団体߇贈賄行ὑ防ᱛ手⛯の࠾ࡕタ࡝ンࠣと見直ߒ㧔必要に応ߓ

てߪ改善策㧕を実ᣉߔること߇求めࠇࠄている
61
。ここߢいう࠾ࡕタ࡝ンࠣと見直ߒにޔߪ社内の方

㊎߿手段ߤߥの定期的࠾ࡕߥタ࡝ンࠣと見直ޔߒそߒて現地の᡽策の変更߿贈賄行ὑの発覚といߞた

外部的ߥ要因に対ߔる不定期の見直ߒの両方߇含߹ࠇる。࠾ࡕタ࡝ンࠣと見直ߒの手段とߒてޔߪそ

のための઀組みの構築ޔ߿研ୃ参加者ࠄ߆の࡯ࠖࡈドࡃッࠢޔ外部機関ࠄ߆の評価߿助言߇ߤߥある。網

以਄ޔ英国贈෼賄禁ᱛ法における贈賄防ᱛ措置ᙤ怠罪に対ߔる᛫弁とߥるޟ十分ߥ手⛯ޠ߈をల足

ޔࠅあߢ指㊎ߢ߹あくߪޠ߈⛯手ߥ十分ޟޔと߽ߞ߽。たߒンス体制について検討ࠕイ࡜ࡊるコンߔ

߹たޔ必߽ߒߕ本節ߢឭ示ߒた条件を満た߫ߖ十分ߢあるとߪいえߥい。本節ߢ示ߒたߪ࡞࠺ࡕあく

⊓の専門家のࠄ߆外部ޔ情報෼集ޔ相談窓ญ߿研ୃޔߪ企業にޔࠅあߢ組みࠅ取ߥ最ૐ限ᐲ必要ߢ߹

用ߤߥを通ߒてޔ自社のコン࡜ࡊイࠕンス体制のさߥࠄる᜛లに向けた⛘え間ߥいദ力߇求めࠇࠄる。網

 

 にࠅわ߅

本Ⓜޔߪ各国の外国౏ോ員への汚職に対ߔる規制߿罰則ߤߥをౕ体的に検討࡞ࡃ࡯ࡠࠣޔߒに事業

を展開ߔる企業にとߞてޔそ߽߇ࠄࠇつコン࡜ࡊイࠕンス・࡝スࠢについて解᣿ߒた。੹日ޔ各国ߢ

巻ࠅ企業を取ޔࠅてお߈てࠇᢛ備・強化さ߇る規制ߔ外国౏ോ員贈賄罪に対ޔࠇあߪ程ᐲの㆑いޔߪ

くコン࡜ࡊイࠕンス・࡝スࠢ߆ߪつてߥい߶ߤに高߹ߞている。この動ߪ߈米国ࠄ߆始߹ߞたޔ߇そ

の米国においてޔ近年 FCPA ㆑෻に対ߔる摘発件数߇増加傾向にあޔࠅ外国企業ߥいߒ外国人に対ߒ



－網拘喩網－網

て߽ޔ差別ߥく厳ߒい罰則߇科ࠇࠄߖている。 

このことޔߪᓥ来認めࠇࠄて߈たࠔࡈシ࡯࠹࡝ション・ࡍイࡔン߇࠻抱える࡝スࠢにおいて߽例外

2011ޔわけࠅい。とߥߪߢ 年にᣉ行さࠇた英国贈෼賄禁ᱛ法ޔߪFCPA にߥߪい෼賄ࠔࡈ߿シ࡯࠹࡝

ション・ࡍイࡔン࠻の禁ᱛޔ形式的にߪ਄限の無い罰金ޔߤߥ内容ࠅߥ߆߇厳ߒい߽のとߞߥている。

そのため࡞ࡃ࡯ࡠࠣޔに事業を展開ߔる企業ޔߪ੹後ޔ本Ⓜߢឭ示ߒたޟ十分ߥ手⛯ޠ߈のࠃうにޔ

各国の規制に対応߈ߢるコン࡜ࡊイࠕンス体制をᢛ備・強化ߒていߥ߆けߥࠄߥ߫ࠇい。 

߹たޔ域外適用の強化に࡞ࡃ࡯ࡠࠣߪᏒ場ߢの企業間の౏正ߥ競੎をଦߔ効果߇期待さࠇる。ある

国ޔ߇自国の法ᓞを通ߒて自国の企業ߛけに外国౏ോ員への贈賄を厳ߒく禁ᱛߔるのߢあޔ߫ࠇ自国

の企業߇他国の企業と比ߴて外国ߢ業ോを行う際に不利に立たさࠇることにߥる。このことࠔࡈޔߪ

シ࡯࠹࡝ション・ࡍイࡔン࠻において߽例外ߥߪߢくޔ੹後߽各国の企業߇例外ߥく不正ߥ支払いを

 。るࠇࠄ求め߇ていくことߒるためのᨒ組みを強化ߥくߥߒ
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